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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　平均粒子径（Ｄ５０）が１．０～３．０μｍであり、Ｘ線回折測定によるα－Ｆｅの（
１１０）回折線の半値幅が０．５～１．０°であり、Ｆｅ含有量が９７．０質量％以上で
あり、ボルテックス構造を有する、軟磁性鉄粉末を含有し、
　酸素含有量が２．０質量％以上である、
圧粉磁心。
【請求項２】
　前記軟磁性鉄粉末の飽和磁化σｓが２０４ｅｍｕ／ｇ以上である、
請求項１に記載の圧粉磁心。
【請求項３】
　電気抵抗率が０．１２１Ωｃｍ以上である、
請求項１又は２に記載の圧粉磁心。

                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧粉磁心及びその製造方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　近年、電子・情報・通信機器等に低消費電力化、高効率化が求められており、低炭素化
社会へ向け、その傾向が一層強くなっている。そのため、電子・情報・通信機器等に搭載
される電源回路にも、エネルギー損失の低減や電源効率の向上が求められている。そして
、電源回路に使用される磁気素子の磁心にはコアロス（磁心損失）が低いことが求められ
る。コアロスを低減すれば、電力エネルギーのロスが小さくなり、高効率・省エネルギー
化が図られる。
【０００３】
　かかる磁心としては、安価であり低損失であるという観点から、ソフトフェライトコア
が広く用いられている。また、軟磁性金属粉末に樹脂等のバインダーを添加した複合磁性
材料を加圧成型した圧粉磁心も多用されている。
【０００４】
　近年、電源電圧の低電圧化により、電源回路の大電流化が進み、磁気素子に流れる電流
が増大する傾向にある。大電流対応が要求される磁気素子の磁心には高い飽和磁束密度が
必要とされる。ソフトフェライトコアは飽和磁束密度が低いため、大電流対応が要求され
る磁気素子の磁心には圧粉磁心が用いられている。
【０００５】
　圧粉磁心に用いられる金属軟磁性粉末には、Ｆｅ粉末や、Ｆｅ－Ｓｉ系合金粉末等の、
鉄基結晶質軟磁性合金粉末等がある。圧粉磁心の鉄損はヒステリシス損失、渦電流損失に
大別されるが、上述のＦｅ基結晶質軟磁性粉末を用いた圧粉磁心よりも、ヒステリシス損
失を更に低減させたい場合は、非晶質軟磁性合金粉末やナノサイズの微細結晶を有するナ
ノ結晶軟磁性合金粉末が用いられる。
【０００６】
　非晶質軟磁性合金粉末やナノ結晶軟磁性合金粉末を得る方法としては、単ロール法等に
より急冷薄帯を得て、それを機械的に粉砕する方法や、アトマイズ法等がある。アトマイ
ズ法では、粉砕工程を介さずに、直接粉末を得られるが、アトマイズ装置の急冷速度によ
って組成が限定され、一般に急冷薄帯よりも飽和磁束密度が低くなる。急冷薄帯では一般
にアトマイズ粉末よりも飽和磁束密度が高い材料が得られる。
【０００７】
　ヒステリシス損失が低く、飽和磁束密度が高い圧粉磁心を得るために鉄基ナノ結晶磁性
粉末を用いた圧粉磁心に関する技術として、例えば特許文献１には、結晶粒径が６０ｎｍ
以下の結晶粒が非晶質中に体積分率で３０％以上分散されてなる母相組織を有し、かつこ
の母相組織の表面側にアモルファス層を有する軟磁性粉末を圧粉体化し、その後、その圧
粉体を熱処理することにより、軟磁性粉末を結晶粒径が６０ｎｍ以下の結晶粒が非晶質中
に体積分率で３０％以上分散されてなる母相組織を有する微結晶組織の軟磁性粉末を有す
る圧粉磁心の製造方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００８－２９４４１１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　近年、電源回路の小型化が図れることから、スイッチング電源の駆動周波数が数百ｋＨ
ｚからＭＨｚの領域に移行しつつあり、ＭＨｚ域においても良好な特性の圧粉磁心が要求
されている。ＭＨｚ域で使用する磁気素子の磁心には、安価で磁心損失が小さいソフトフ
ェライトコアが多く使用されている。しかしながら、上述のようにソフトフェライトコア
は飽和磁束密度が低く、大電流での駆動には対応できない。
【００１０】
　上記特許文献１の従来技術によれば、鉄基非晶質軟磁性粉末を用いた圧粉磁心と同等ま
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たはそれ以下の損失で、かつ高磁束密度の圧粉磁心が得られるとされているが、本発明者
らが鋭意検討した結果、その飽和磁束密度は、未だ十分なものではないことが判明した。
さらに、従来の圧粉磁心では、高周波帯域（ＭＨｚ域）になると、コアロスが急激に増大
してしまうという大きな問題が生じる（高周波依存性；高周波帯域における特性が不十分
）。
【００１１】
　また、圧粉磁心の製法の観点からも、従来の工法には、改善の余地がある。すなわち、
高周波帯域（数ＭＨｚ）で使用する圧粉磁心を作製するには、渦電流損失を抑制するため
、平均粒子径（Ｄ５０）が５μｍ以下の微細な粉末を用いることが望まれるが、急冷薄帯
から粉砕等によって、平均粒子径（Ｄ５０）が数μｍ程度の微細な粉末を直接得るのは困
難である。公知の分級法によって平均粒子径（Ｄ５０）が５μｍ以下の粉末を得ることも
できるが、歩留まりが悪く経済的ではない。さらに、急冷薄帯を粉砕すると、磁性粉末の
保磁力が増大し、そのような粉末ではヒステリシス損失が小さい圧粉磁心が得られないと
いう問題が起こる。
【００１２】
　そこで、本発明は上記課題に鑑みてなされたものであり、低損失かつ高飽和磁束密度を
実現することができる圧粉磁心及びその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するために、本発明者らは、鋭意研究を重ねた結果、平均粒子径（Ｄ５
０）が０．５～５μｍであり、Ｘ線回折によるα－Ｆｅの（１１０）回折線の半値幅が０
．２～５．０°であり、かつＦｅ含有量が９７．０質量％以上の軟磁性金属粉末を用いて
、酸素含有量が２．０質量％以上である圧粉磁心とすることで、上記課題を解決できるこ
とを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１４】
　すなわち、本発明の圧粉磁心は、平均粒子径（Ｄ５０）が０．５～５μｍであり、Ｘ線
回折測定によるα－Ｆｅの（１１０）回折線の半値幅が０．２～５．０°であり、かつＦ
ｅ含有量が９７．０質量％以上である軟磁性金属粉末を含有し、酸素含有量が２．０質量
％以上であることを特徴とする。
【００１５】
　本発明者らが、かかる構成の圧粉磁心の特性を測定したところ、従来に比して、コアロ
スを大幅に低減できることが判明した。圧粉磁心のコアロスは、渦電流損失とヒステリシ
ス損失とに大別されるが、従来、渦電流損失は周波数の二乗に従って大きくなると考えら
れており、高周波帯域（ＭＨｚ域）で使用される圧粉磁心の場合、その渦電流損失を抑え
ることが重要である。圧粉磁心を熱処理すると、バインダー樹脂による金属磁性粒子間の
絶縁が不十分となり（一般に、熱処理するとコアの電気抵抗率が下がる）、渦電流損失の
増加が懸念される。また、酸化性雰囲気中の熱処理では、上記の絶縁性悪化に加え、酸化
鉄の増加による、ヒステリシス損失の増加が懸念される。しかしながら、本発明者らが検
討したところ、意外にも、酸化性雰囲気中の熱処理等により酸素含有量を２．０質量％以
上である上記構成の圧粉磁心とすることで、コアロスが低減できることを見出した。その
詳細な理由は、未だ解明されていないものの、渦電流損失及びヒステリシス損失が増加し
得るにも拘わらず、コアロス全体としての損失は大幅に低減できることによるものと推測
される（ただし、本発明の作用等はこれに限定されない。）。
【００１６】
　軟磁性金属粉末はカーボンを更に含有することが好ましく、軟磁性金属粉末のカーボン
含有量は０．１～１．５質量％であることがより好ましい。カーボン含有量を０．１～１
．５質量％とすることで、飽和磁束密度が高く低損失な圧粉磁心とすることができる。
【００１７】
　軟磁性金属粉末の飽和磁化σｓは２００ｅｍｕ／ｇ以上であることが好ましい。これに
より、飽和磁束密度がより高い圧粉磁心とすることができる。
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【００１８】
　軟磁性金属粉末は、その表面の少なくとも一部が絶縁性樹脂により被膜されていること
が好ましい。絶縁性樹脂による被膜の厚さは、１０～１０００ｎｍであることがより好ま
しい。絶縁性樹脂により軟磁性金属粉末を被覆することにより、製造時に気中でのハンド
リングが容易になる等、軟磁性金属粉末の成型性、取扱性及び生産性が高められる。さら
に、絶縁性樹脂を含有することにより、粒子間の絶縁性が高められることで、渦電流の流
れる経路が遮断され、渦電流損失がより一層低減される。絶縁性樹脂により形成される被
覆層の一部に酸化鉄（例えばＦｅＯ，Ｆｅ2Ｏ3，Ｆｅ3Ｏ4）等のＦｅ成分が含まれていて
もよい。これにより、圧粉磁心の絶縁性、取扱性、及び生産性がより一層高められる。
【００１９】
　ここで、本発明者らの知見によれば、軟磁性金属粉末（のそれぞれの粉粒）は、ボルテ
ックス（ｖｏｒｔｅｘ）構造を有することが好ましいことが判明した。ボルテックス構造
を有する軟磁性金属粉末は、ボルテックス構造を有しない（非ボルテックス構造を有する
）ものに比して、磁気異方性が小さく、その結果、より低保磁力となり、ヒステリシス損
失を一層小さくすることができる（ただし、作用はこれに限定されない。）。なお、軟磁
性金属粉末の「ボルテックス構造」とは、粒子内に還流（環状）磁場・磁界が形成されて
いる構造を示す（例えば、佐藤勝昭、「磁性とスピンエレクトロニクス入門」、応用物理
学会スピンエレクトロニクス研究会　スピンエレクトロニクス入門セミナー、２００５年
１２月８日、テキストｐ．１～ｐ．１１参照）。軟磁性金属粉末（の各粉粒）内に、異な
るボルテックスが複数形成されていても、「ボルテックス構造」に含まれる。
【００２０】
　本発明の圧粉磁心は、電気抵抗率が０．０５Ωｃｍ以上の圧粉磁心とすることができる
。かかる圧粉磁心は高周波帯域でのコアロスを更に低減できるため、電気的負荷が大きく
使用環境が厳しい電子機器等の磁心としても好適に用いることができる。
【００２１】
　本発明の圧粉磁心の製造方法は、平均粒子径（Ｄ５０）が０．５～５μｍであり、Ｘ線
回折測定によるα－Ｆｅの（１１０）回折線の半値幅が０．２～５．０°であり、Ｆｅ含
有量が９７．０質量％以上である軟磁性金属粉末を、酸素を含有する雰囲気下、２５０℃
未満で熱処理する工程を有する。上記した軟磁性金属粉末を、酸素を含有する雰囲気下で
熱処理温度２５０℃未満という条件で熱処理することにより、酸素含有量が２．０質量％
以上である圧粉磁心を制御性よく得ることができる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、低損失かつ高飽和磁束密度な圧粉磁心及びその製造方法を提供するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】実施例と比較例における圧粉磁性のコアロスの周波数依存性を示すグラフである
。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明の実施の形態について説明する。なお、以下の実施の形態は、本発明を説
明するための例示であり、本発明はその実施の形態のみに限定されるものではない。
【００２５】
　本発明の圧粉磁心は、平均粒子径（Ｄ５０）が０．５～５μｍであり、Ｘ線回折測定に
よるα－Ｆｅの（１１０）回折線の半値幅が０．２～５．０°であり、かつＦｅ含有量が
９７．０質量％以上である軟磁性金属粉末を含有し、酸素含有量が２．０質量％以上であ
る。
【００２６】
（軟磁性金属粉末）
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　軟磁性金属粉末の平均粒子径（Ｄ５０）は、０．５～５μｍであり、好ましくは１．０
～３．０μｍである。平均粒子径（Ｄ５０）が０．５μｍ未満であると、バインダー樹脂
と軟磁性金属粉末の分散性が悪く、渦電流損失が増大する。また、製造工程におけるハン
ドリング性が悪化し生産性の低下を招く。平均粒子径（Ｄ５０）が５μｍを超えると、渦
電流損失が大きく、低損失な圧粉磁心が得られない。
【００２７】
　本明細書において、粒子径は、特に断わりのない限り、体積基準による累積分布でのメ
ジアン径を意味する。平均粒子径（Ｄ５０）は後述する実施例に記載の測定方法により求
めることができる。
【００２８】
　軟磁性金属粉末のＸ線回折測定のα－Ｆｅの（１１０）回折線の半値幅は、０．２～５
．０°であり、好ましくは０．５～１．０°である。上記回折線の半値幅が０．２°未満
であると、軟磁性金属粉末の結晶子サイズが大きすぎ、圧粉磁心のヒステリシス損失が大
きくなる。上記回折線の半値幅が、５．０°を超える軟磁性金属粉末は得ることが困難で
ある。上記回折線の半値幅は後述する実施例に記載の測定方法により求めることができる
。
【００２９】
　軟磁性金属粉末は、粒子内に平均結晶子径が２～１００ｎｍの結晶子を有することが好
ましく、５～２０ｎｍの結晶子を有することがより好ましい。このようなナノ結晶子を有
する磁性粉末を用いた圧粉磁心は、磁気損失の低減効果、特にヒステリシス損失の低減効
果が、より一層確実に発揮される。かかる観点から、ナノ結晶子の平均結晶子径は２０ｎ
ｍ以下であることが好ましい。結晶子の平均結晶子径は、一般的には、軟磁性金属粉末に
熱を加えることにより大きくなる傾向にある。
【００３０】
　軟磁性金属粉末のＦｅ含有量（純鉄及び不可避不純物を含む鉄が含まれる。）は、９７
．０質量％以上であり、好ましくは９８．０質量％以上である。Ｆｅ含有量が９７．０質
量％未満であると、飽和磁化が低くなる。上記の軟磁性金属粉末の製法は、特に限定され
ず、公知の方法により製造することができる。その中でも、カルボニル法が好ましい。カ
ルボニル法を用いることにより、上述した好ましい組成・粒径・結晶子を有する軟磁性金
属粉末が簡易かつ低コストで得ることができる。すなわち、軟磁性金属粉末は、カルボニ
ル法により得られる鉄粉（カルボニル非還元鉄粉等）であることが好ましい。カルボニル
法は、鉄（Ｆｅ）に一酸化炭素を反応させてペンタカルボニル鉄を得た後、これを蒸留・
熱分解することにより、カルボニル鉄粉を得るものである。
【００３１】
　本発明では、磁性材料として、上述した鉄粉、好ましくは上述したカルボニル非還元鉄
粉を用いる。
【００３２】
　軟磁性金属粉末は、カーボン（Ｃ）を更に含有してもよい。カーボンの含有量は、特に
限定されないが、使用する軟磁性金属粉末に対して０．１～１．５質量％であることが好
ましく、０．５～１．０質量％であることがより好ましい。カーボンの含有量を上記範囲
とすることにより、飽和磁束密度が高く低損失な圧粉磁心とすることができる。さらに、
軟磁性金属粉末をカルボニル法によって製造する場合、得られるカルボニル鉄粉（カルボ
ニル非還元鉄粉等）に一定量のカーボンが含有する場合がある、このような場合であって
も、軟磁性金属粉末のカーボン含有量を上記範囲とすることにより、圧粉磁心のコアロス
をより一層低減でき、かつ飽和磁束密度をより一層高くすることができる。
【００３３】
　軟磁性金属粉末の飽和磁化σｓは、好ましくは２００ｅｍｕ／ｇ以上であり、より好ま
しくは２０４ｅｍｕ／ｇ以上である。このような飽和磁化σｓである軟磁性金属粉末を用
いることで、高い飽和磁束密度の圧粉磁心を得ることができる。
【００３４】
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　軟磁性金属粉末は、ボルテックス構造であることが好ましい。上述した如く、ボルテッ
クス構造を有する軟磁性金属粉末は、ボルテックス構造を有しない（非ボルテックス構造
を有する）ものに比して、磁気異方性が小さく、その結果、保磁力をより低下させること
ができ、ひいては、ヒステリシス損失を一層小さくすることが可能となる利点を有する（
ただし、作用効果はこれに限定されない。）。
【００３５】
（複合磁性材料）
　本発明の圧粉磁心は、軟磁性金属粉末の表面の一部又は全部を絶縁性樹脂により被覆さ
れた複合磁性材料を含むことが好ましい。かかる複合磁性材料とすることにより、粒子間
の絶縁性を高めることができ、圧粉磁心の成型時の生産性を高めることができる。絶縁性
樹脂の材料は、特に限定されず、必要とされる特性に応じて適宜選択される。その具体例
としては、例えば、シリコーン樹脂、フェノール樹脂、アクリル樹脂、及びエポキシ樹脂
などの絶縁性樹脂等が挙げられる。これらは１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組
み合わせて用いてもよい。
【００３６】
　絶縁性樹脂の配合量は、特に限定されないが、使用する軟磁性金属粉末に対して０．１
～５質量％であることが好ましく、１．０～４．５質量％であることがより好ましい。絶
縁性樹脂の配合量を上記範囲とすることにより、適度な絶縁性が得られ、かつ、好適な直
流重畳特性とすることができる。
【００３７】
　本発明の圧粉磁心が上記した絶縁性樹脂を含有する場合、架橋剤を更に含有してもよい
。架橋剤を含有することにより、圧粉磁心の磁気特性を劣化させることなく、機械的強度
をより一層向上させることができる。架橋剤の種類は、特に限定されず、使用する絶縁性
樹脂の種類や圧粉磁心に所望する特性等に応じて、適宜好適なものを選択できる。架橋剤
としては、例えば、有機チタン系のものを用いることができる。架橋剤の含有量は、特に
限定されないが、絶縁性樹脂１００質量部に対して、１０～４０質量部であることが好ま
しい。
【００３８】
　本発明の圧粉磁心は、潤滑剤を更に含有することが好ましい。潤滑剤の種類は、特に限
定されず、例えば、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸バリウ
ム、ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸カルシウム、及びステアリン酸ストロンチ
ウム等が挙げられる。それらのなかでも、成型体の密度向上、すなわち圧粉磁心の飽和磁
束密度向上の観点から、ステアリン酸亜鉛がより好ましい。
【００３９】
　潤滑剤の配合量は、特に限定されないが、使用する軟磁性金属粉末に対して０．１～１
．０質量％であることが好ましく、０．２～０．８質量％であることがより好ましい。潤
滑剤の配合量を上記範囲とすることにより、軟磁性金属粉末の成型時の金型の磨耗を効果
的に抑制でき、かつ成型密度をより一層好適な範囲とすることができる。
【００４０】
　本発明の圧粉磁心は、必要に応じて、ＳｉＯ2やＡｌ2Ｏ3等の無機材料、成型助剤等を
配合してもよく、これらは公知の添加剤であってもよい。
【００４１】
　本発明の圧粉磁心の好ましい態様として、電気抵抗率が０．０５Ωｃｍ以上の圧粉磁心
とすることができる。このような圧粉磁心は高周波帯域でのコアロスが更に低減できるた
め、電気的負荷が大きく使用環境が厳しい電子機器等の磁心として好適に用いることがで
きる。
【００４２】
（圧粉磁心の製造方法）
　本発明の圧粉磁心の製造方法は、平均粒子径（Ｄ５０）が０．５～５μｍであり、Ｘ線
回折測定によるα－Ｆｅの（１１０）回折線の半値幅が０．２～５．０°であり、かつＦ
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ｅ含有量が９７．０質量％以上である軟磁性金属粉末を含む圧粉磁心を、酸素を含有する
雰囲気下、２５０℃未満で熱処理する工程を有する。上記の熱処理工程において、酸素含
有する雰囲気下で、軟磁性金属粉末を含む圧粉磁心２５０℃未満で加熱することにより、
酸素含有量が２．０質量％以上である圧粉磁心を制御性よく製造することができる。
【００４３】
　熱処理の雰囲気は、酸素を含有していればよく、その組成等は限定されず、例えば、空
気であってもよい。熱処理する雰囲気の酸素含有量は、特に限定されず、圧粉磁心の酸素
含有量の目標値等に応じて適宜選択できるが、好ましくは０．００１～３０体積％であり
、より好ましくは１５～２５体積％である。
【００４４】
　熱処理温度は、好ましくは２５０℃未満であり、より好ましくは１５０℃以上２００℃
以下である。熱処理温度を上記範囲とすることにより、圧粉磁心を制御性よく適度に酸化
させることができ、その結果、圧粉磁心の酸素含有量を２．０質量％以上とすることが容
易にできる。熱処理の処理時間は、特に限定されず、熱処理温度や圧粉磁心に所望する特
性等に応じて適宜選択することができる。例えば、１５０℃以上２５０℃未満の熱処理温
度である場合、１５～１２０分間程度保持することが好ましい。
【００４５】
　さらに、熱処理前に各種添加剤の混合や加圧成型を、必要に応じて行ってもよい。例え
ば、圧粉磁心が上記した絶縁性樹脂やその他の添加剤等を更に含む場合、熱処理する工程
の前に、軟磁性金属粉末と絶縁性樹脂とを混合する工程を行うことが好ましい。この混合
工程により得られた混合物を加圧成型する工程を更に有することが好ましい。そして、加
圧成型工程により得られた成型体を熱処理することにより、成型体中の絶縁性樹脂が硬化
し、圧粉磁心を得ることができる。すなわち、軟磁性金属粉末、必要に応じて上述した絶
縁性樹脂やその他の添加剤等を含む軟磁性材料を熱処理することにより圧粉磁心を得るこ
とができる。
【００４６】
　軟磁性金属粉末と絶縁性樹脂等との混合は、加圧ニーダやボールミル等の攪拌機・混合
機を用いて行うことが好ましい。混合条件は特に限定されないが、室温で２０～６０分間
混合することが好ましい。かかる混合条件とすることにより、絶縁性樹脂によって被覆さ
れた軟磁性金属粉末をより効率よく得ることができる。
【００４７】
　軟磁性金属粉末と絶縁性樹脂等との分散性を高める観点から、有機溶媒の存在下で上記
の混合工程を行うことが好ましい。具体的な混合条件としては、室温で２０～６０分間混
合して混合物とし、得られた混合物を５０～１００℃程度で１０分間～１０時間乾燥し、
その後に有機溶媒を揮発又は除去することが好ましい。これにより、絶縁性樹脂により被
覆された軟磁性金属粉末をより一層効率よく得ることができる。有機溶媒としては、例え
ば、鉱物油、合成油、植物油等の油や、アセトン、アルコールといった有機溶媒等が挙げ
られるが、これらに特に限定されない。
【００４８】
　加圧成型工程では、プレス機械の成型金型内に上記の軟磁性金属粉末（あるいは上記の
混合物）を充填し、その後、軟磁性金属粉末を加圧して圧縮成型を施すことにより、成型
体を得る。この圧縮成型における成型条件は特に限定されず、嵩密度や粘性、所望する圧
粉磁心の形状、寸法及び密度等に応じて適宜決定することができる。圧粉磁心の成型圧は
、特に限定されず、例えば、通常、４～１２ｔｏｎｆ／ｃｍ2程度、好ましくは６～８ｔ
ｏｎｆ／ｃｍ2程度であり、最大圧力に保持する時間は０．１秒間～１分間程度である。
【００４９】
　必要に応じて、熱処理工程の前に、圧粉磁心に防錆処理を施す防錆処理工程を更に行っ
てもよい。防錆処理は、公知の手法を採用でき、例えば、エポキシ樹脂等をスプレーコー
トする方法等を採用できる。例えば、スプレーコートによる膜厚は、特に限定されず、通
常、数十μｍ程度である。上記の混合工程や加圧成型工程を行う場合、防錆工程はこれら
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の工程の後に行い、熱処理工程の前に行うことが好ましい。
【実施例】
【００５０】
　以下、実施例によって本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定
されるものではない。
【００５１】
　各実施例及び各比較例で用いた原料粉は以下のとおりである。
（１）ナノ結晶カルボニル鉄粉
　カルボニル法によりＦｅカルボニル（ストレム社製、関東化学社より入手）を２４０℃
に保った分解塔内へ噴霧して、ナノ結晶カルボニル鉄粉を得た。その飽和磁化σｓの値は
２０４ｅｍｕ／ｇであった。
（２）非ナノ結晶カルボニル鉄粉
　上記の方法で得たナノ結晶カルボニル鉄粉を水素雰囲気中で熱処理することによって作
製した。飽和磁化σｓの値は２１０ｅｍｕ／ｇであった。
（３）アトマイズ鉄粉
　アトマイズ法により表２に示すアトマイズ鉄粉を作製した。具体的には公知のアトマイ
ズ法によって作製し、公知の方法による分級を行った。飽和磁化σｓの値は２０６ｅｍｕ
／ｇであった。
（４）還元鉄粉
　公知の水素還元法によって作製した。飽和磁化σｓの値は２０６ｅｍｕ／ｇであった。
（５）Ｆｅ－Ｎｉ系アトマイズ粉
　アトマイズ法により表２に示すＦｅ－Ｎｉ系アトマイズ粉を作製した。具体的には公知
のアトマイズ法によって作製し、公知の方法による分級を行った。飽和磁化σｓの値は１
２９ｅｍｕ／ｇであった。
（６）Ｆｅ－Ｓｉ系アトマイズ粉
　アトマイズ法により表２に示すＦｅ－Ｓｉ系アトマイズ粉を作製した。具体的には公知
のアトマイズ法によって作製し、公知の方法による分級を行った。飽和磁化σｓの値は２
０４ｅｍｕ／ｇであった。
（７）Ｆｅ－Ｓｉ－Ａｌ系アトマイズ粉
　アトマイズ法により表２に示すＦｅ－Ｓｉ－Ａｌ系アトマイズ粉を作製した。具体的に
は公知のアトマイズ法によって作製した。飽和磁化σｓの値は１１６ｅｍｕ／ｇであった
。
【００５２】
（数平均粒子径）
　これらの原料粉の平均粒子径（Ｄ５０）は、レーザー回折式乾式粒度測定装置（ＨＥＬ
ＯＳシステム、Ｓｙｍｐａｔｅｃ社製）を用いて測定した。
【００５３】
（Ｘ線回折測定のα－Ｆｅの（１１０）回折線の半値幅）
　これらの原料粉のＸ線回折パターンは、全自動多目的Ｘ線回折装置（Ｘ’Ｐｅｒｔ　Ｐ
ＲＯ　ＭＰＤ、　HYPERLINK “http://www.panalytical.com/xpertprompd”　ＰＡＮａｌ
ｙｔｉｃａｌ社製）を用いて測定した。測定条件については、Ｘ線管球はＣｕ、管電圧は
４５ｋＶ、管電流は４０ｍＡ、ステップサイズは０．０１６７°、スキャンスピード０．
０１°／秒とした。また、入射側光学系の条件としては、１０μｍのＮｉフィルターを用
い、ソーラースリット１／２°、マスク１０μｍ、散乱防止スリット１°とし、受光側光
学系の条件としては、２０μｍのＮｉフィルターを用い、散乱防止スリット５．５ｍｍ、
ソーラースリット０．０４°とした。α－Ｆｅの（１１０）回折線の半値幅は、フォーク
ト関数にてピークフィッティングを行うことにより算出した。
【００５４】
（飽和磁化）
　原料粉の飽和磁化σｓは、磁化特性評価装置（振動試料型磁力計「ＴＯＥＩ　ＫＯＧＹ
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【００５５】
（実施例及び比較例）
　表１，２に示す原料粉に対し、絶縁性樹脂としてシリコーン樹脂（東レダウコーニング
シリコーン社製、ＳＲ２４１４ＬＶ）を３．０質量％添加し、これらを加圧ニーダで混合
した後、９０℃で３０分間乾燥させて混合粉末を得た。乾燥後の混合粉末をメッシュ（目
の開き：３５５μｍ、線径：２２４μｍ）に通した後に、潤滑剤としてステアリン酸亜鉛
（試薬）を０．３質量％添加して磁性粉末を得た。
【００５６】
　次に、得られた磁性粉末を、外径１１．０ｍｍ、内径６．５ｍｍ、厚さ３．０ｍｍのト
ロイダル形状の成型金型に充填し、表１，２に示す成型圧力にて加圧成型して、トロイダ
ル成型体を得た。その後、得られたトロイダル成型体を恒温槽中に装入し、表１，２に示
す条件で熱処理して圧粉磁心を得た。
【００５７】
（圧粉磁心の酸素含有量）
　圧粉磁心の酸素含有量は、金属中ガス分析装置により測定した。検出方法は、試料を黒
鉛るつぼでガス化（酸素はＣＯ）し、非分散赤外線検出器にてＣＯを検出した。
【００５８】
（圧粉磁心のコアロス）
　Ｂ－Ｈアナライザ（岩通社製、「ＳＹ－８２３２」）を用いて、測定条件：印加磁界Ｂ
ｍ＝２５ｍＴ、ｆ＝１００ｋＨｚ～２ＭＨｚにて圧粉磁心のコアロス（磁心損失：Ｐｃｖ
）を測定した。なお、コアロスが過大なため２ＭＨｚで測定不可な場合には、１００ｋＨ
ｚ～１ＭＨｚのコアロス－周波数の相関を外挿した数値とした。また、特にコアロスが過
大なため１ＭＨｚで測定不可な場合には、「測定不可」と判断した。
【００５９】
（圧粉磁心の比透磁率）
　Ｂ－Ｈアナライザ（岩通社製、「ＳＹ－８２３２」）を用いて、測定条件：印加磁界Ｂ
ｍ＝２５ｍＴ、ｆ＝１ＭＨｚにて圧粉磁心の比透磁率を測定した。
【００６０】
（圧粉磁心の粒内磁化分布）
　実施例３，４で用いた軟磁性金属粉末の粒内磁化分布を、ＴＥＭ（日本電子社製、「Ｊ
ＥＭ－２１００Ｆ」）により観察した。観察試料は圧粉磁心をＦＩＢ加工装置（ＦＥＩ社
製、「ＮＯＶＡ２００」）で厚さ１００ｎｍの薄片状に切り出したものを使用した。
【００６１】
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【表１】

【００６２】
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　実施例１～８の圧粉磁心は、いずれもコア酸素量が２．０質量％以上の圧粉磁心であり
、低コアロスであり、コアの電気抵抗率が高いことが確認された。そして、熱処理温度２
５０℃未満で熱処理することにより、酸素含有量が２．０質量％以上である圧粉磁心を制
御性よく得ることができることが確認された。一方、比較例１～９はいずれもコア酸素量
が２．０質量％未満の圧粉磁心であり、コアロスが大きいことが確認された。比較例１，
２，６～９の圧粉磁心は、熱処理温度や熱処理時間が十分ではないため、圧粉磁心が十分
に酸化されず（酸素含有量が低い）、コアロスが大きいことが確認された。比較例３～５
の圧粉磁心は、アルゴン雰囲気下で熱処理を行ったため、圧粉磁心が十分に酸化されず、
コアロスが大きいことが確認された。
【００６３】
　さらに、実施例のなかでもコアロスが比較的小さい実施例４，５で用いた軟磁性金属粉
末の構造を調べたところ、いずれもボルテックス構造を有していることが確認された。
【００６４】
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【表２】

【００６５】
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　表２に示すように、平均粒子径（Ｄ５０）が０．５～５μｍであり、かつＸ線回折測定
によるα－Ｆｅの（１１０）回折線の半値幅が０．２～５．０°の条件を満たさない比較
例１０～２２の圧粉磁心は、いずれもコアロスが大きいことが確認された。比較例１０，
１４，１７～１９，２１，２２の圧粉磁心は平均粒子径が大きすぎるため、渦電流損失が
大きく、コアロスが大きいことが確認された。比較例１１の圧粉磁心は平均粒子径が小さ
すぎるため、バインダー樹脂が十分に分散されず、コアロスが大きいことが確認された。
比較例１２～２２の圧粉磁心は、圧粉磁心のＸ線回折に測定おけるα－Ｆｅの（１１０）
回折線の半値幅が小さい、すなわち、平均結晶子径が大きすぎるため、ヒステリシス損失
が大きく、コアロスが大きいことが確認された。
【００６６】
＜コアロスと周波数依存性の関係＞
　実施例４、比較例１１，１２，１４，１５，１７，１９，２１の圧粉磁心について、周
波数依存性について更に検討した。ＢＨアナライザ（岩通社製、「ＳＹ－８２３２」）を
用いて、測定条件：印加磁界Ｂｍ＝２５ｍＴ、ｆ＝１００ｋＨｚ～２ＭＨｚにて圧粉磁心
のコアロス（磁心損失：Ｐｃｖ）を測定した。なお、コアロスが過大なため２ＭＨｚで測
定不可な場合には、１００ｋＨｚ～１ＭＨｚのコアロス－周波数の相関を外挿した数値と
した。特にコアロスが過大なため１ＭＨｚで測定不可な場合には、「測定不可」と判断し
た。この結果を図１に示す。図１に示すように、実施例４の圧粉磁心は、全周波数領域に
おいて低コアロスであることが確認された。一方、比較例１１，１２，１４，１５，１７
，１９，２１の圧粉磁心は、周波数依存性が大きく、周波数が高くなるにつれてコアロス
が大きくなることが確認された。
【産業上の利用可能性】
【００６７】
　本発明の圧粉磁心及びその製造方法は、低周波領域から高周波帯域に亘ってコアロスを
低減できるため、インダクタ、各種トランス等の電気・磁気デバイス、及びそれらを備え
る各種機器、設備、システム等に幅広く利用可能である。
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